
（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：前橋市都市計画道路見直し計画策定 

 

 

 

 ２ 調査主体：前橋市 

 

 

 ３ 調査圏域：前橋市内 

 

 

 ４ 調査期間：平成２９年度 

 

 

 ５ 調査概要：  

本市の都市計画道路は、戦後の人口増加とモータリゼーションの進展に伴う

交通量の増大、市街地の拡大等により、平成 29 年 1 月現在で 148 路線、総延長

319.85 ㎞の都市計画道路が決定されているが、その改良率は 58.6％（延長

181.68 ㎞）に留まっており、37.4％(119.48 ㎞)が未着手区間となっている。

（幹線街路以外も含む） 

一方、人口減少と超高齢化が進行、経済低成長の中で、都市計画道路に求め

られる機能・役割も決定当時とは変化が生じている。 

このような状況の中、本市の将来都市像である「生命都市いきいき前橋」の

実現を目指すとともに、今後の都市計画行政をより効率的・戦略的に運営して

いくために、都市計画道路の必要性及び妥当性を検証し、都市計画道路見直し

計画（案）を作成する。 

なお、作成にあたっては、未整備の都市計画道路の路線・区間ごとに必要性・

実現性を検証し、道路ネットワークの確認を行い、存続・廃止の総合評価を行

うとともに、パブリックコメントやオープンハウスを実施し住民周知を図った。 

 

 

 

 

 

 

 



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称：前橋市都市計画道路見直し計画策定業務 

 

 

 

 ２ 報告書目次 

 

■業務概要 

 

■路線の必要性検証（第 3 段階） 

①定量的評価 

②定性的評価 

 

■総合評価（第 5 段階） 

 

■道路ネットワークの検証（第 6 段階） 

 

■都市計画道路見直し案の作成（第 7 段階） 

 

■評価カルテ 

 

■住民意見反映措置 

①パブリックコメント支援 

②オープンハウス運営支援 

 

■今後の取組の整理 

 

 

 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 委員会名簿等： 

 所属 役職等 氏名 

委員長 前橋市都市計画部 部長 簑輪 裕之 

委員 前橋工科大学 名誉教授 湯沢 昭 

委員 群馬工業高等専門学校 講師 鈴木 一史 

委員 群馬県県土整備部都市計画課 課長 山口 修 

委員 群馬県前橋土木事務所 所長 荒井 唯 

委員 前橋市建設部 部長 加藤 裕一 

 

 

 

 

 

 

 

 

前橋市都市計画道路見直し検討委員会 

（委員長：前橋市都市計画部長 簑輪 裕之） 

前橋市都市計画道路見直し検討委員会 事務局 

（前橋市都市計画部都市計画課都市施設係） 



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的：  

人口減少と超高齢化の進行や経済低成長の中で、都市計画道路に求められる

機能・役割も決定当時とは変化が生じている。 

このような状況の中、本市の将来都市像である「生命都市いきいき前橋」の

実現を目指すとともに、今後の都市計画行政をより効率的・戦略的に運営して

いくために、都市計画道路の必要性及び妥当性を検証し、都市計画道路見直し

計画（案）を作成することを目的とする。 

 

 ２ 調査フロー 

 

 

  



 ３ 調査圏域図 

 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

 

■路線の必要性検証（第 3 段階） 

①定量的評価 

平成 28 年度業務で検討した評価方法に基づき、再検討した評価指標および各

指標の配点に基づき評価を行った。 

各指標の配点は、検討委員会の委員から聴取した点数の平均、前橋市事務局案、

平成 28 年度に実施された市民アンケートを元に算出し、合計得点をもって定量的

評価とした。なお、評価は、合計点数 30 点を基準に判定を行った。 

 

 



 

 

 



②定性的評価 

定量的評価のみで評価できない事業見込みや地元要望の有無などの潜在的な

事項について、定量的評価に加えて定性的評価を行うことで補完した。指標の設

定にあたっては、ガイドラインの第 4 段階「実現性の検証」の項目を指標の 1 つ

に設定したほか、事業の実現性について、事業担当課からのヒアリング結果を反

映した。 

 



■事業担当課ヒアリング（第４段階） 

第４段階 事業担当課ヒアリングは、本市の道路事業を担当する部署（前橋市

建設部、都市計画部、群馬県前橋土木事務所）を対象に、第３段階②定性的評価

の項目のうち、 

・No.１：事業着手状況 

・No.２：事業着手見込み 

・No.３：事業化前の先行投資状況 

・No.６：工事の難易性 

・No.７：都市計画決定とは異なる線形で改良中または改良済み 

・No.１７：合意形成の見通し 

についてヒアリングを行い、路線別カルテにまとめた。 

 

■総合評価（第 5 段階） 

第 3 段階の評価及び第４段階の事業担当課ヒアリングの結果をもとに、暫定見

直し案を作成した。 



  



■道路ネットワークの検証（第 6 段階） 

第 5 段階での評価において廃止候補と設定した路線・区間を除いたネットワー

クにおける将来交通量の推計を行い、ネットワークの検証を行った。 

検証は廃止候補路線を廃止した場合の周辺道路の混雑度への影響度合いから

判断した。混雑度は 1.25 を許容する値の基準として設定した。 

 



■都市計画道路見直し案の作成（第 7 段階） 

第６段階 道路ネットワークの検証結果、パブリックコメント、オープンハウ

ス、関係機関ヒアリングの結果から、都市計画道路見直し案を以下のとおり設定

した。 

 

 



 

 

 



■今後の取り組みの整理 

①事例収集 

前橋市における今後の都市計画道路の見直しの参考とするため、全国の県庁所

在地を事例収集の対象とした。 

事例収集は、見直し対象路線（区間）数、廃止候補路線（区間）数、廃止路線

（区間）数、周知・手続き方法および特記事項を整理した。 

 

ⅰ. 廃止候補路線候補区間における建築制限適用除外 

仙台市や山形市では、廃止候補区間に設定されて区間において、実際の都市計

画の変更手続きが完了するまでの間、その許可が必要となるが、都市計画法第 54

条の建築制限を適用しないこととしている。 

 

図 山形市の例 

出典：山形市都市計画道路見直し計画 

 

ⅱ. 変更手続きのグループ化 

仙台市では、廃止候補に位置付けられることによる土地取引の影響を鑑みて、

これらの影響を早期に解消するために、廃止候補をグループ分けし、商業地域を

含む路線を優先して都市計画の変更手続きに着手した。 

 


